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1．調査の背景と目的

　本学は平成 18年 10月に 4年制大学となり理学療法学科

も筑波技術大学保健科学部保健学科理学療法学専攻となっ

た。それを契機として平成 18年 11月に理学療法学専攻の

第一回同窓会を開催した。卒業生名簿の作成を企画し同時

に、在校生に対する教育改善、実習地確保、就職指導に役

立たせるとともに、卒業生同士の情報交換、卒後教育に対

するニーズの把握等を目的として卒業生の就業状況を把握

するための調査を行った。

2．対象・方法・施行年月日

　創立以来 13回の卒業生 128名に対して、卒業時着任地

にアンケートを郵送した。郵送後宛名不明者は 11名、回

答者数は 54名であった。回収率は 54名 /117名　46.2%

であった。対象の内訳は男性 40名、女性 14名で、表 1の

ごとくである。

　アンケート施行日は平成 18年 9月 25日である。

3．結果

3.1　卒業後勤務年数

　卒業後勤務年数を表 2に示す。勤務年数は 4年以内 19

名（50.0%）、5年～ 8年以内 12名（31.6%）、9年以上 12

名（31.6%）であった。平均勤務年数は 6.05年であり、13

回の卒業生を出しているので平均すると妥当な数値になっ

ている。今回の解答者の平均年齢は 31.7歳であり、高卒

後入学し 21歳で卒業すると平均勤務年数は 11年となり、

本校は入学時の平均年齢が高いことが解る。（回答 43名）

3.2　就業の有無、現在の職種、勤務形態

　就業している 54名、していないのは 0名で回答者全員

が仕事をしていた。理学療法士として働いているのは 43

名、その他 4名であり、ほとんど（91.5%）が現在理学療

法士として働いていた。勤務形態は常勤 50名、非常勤 3名、

自営 1名であり、ほとんどが常勤であった。

3.3　職場の分類

　職場分類を表 3に示す。医療施設がほぼ 2/3を占め、次

に老人保健施設が多い。
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卒業後勤務年数 人数 卒業後勤務年数 人数
1年目 7 8年目 6
2年目 6 9年目 1
3年目 2 10年目 2
4年目 4 11年目 5
5年目 1 12年目 2
6年目 3 13年目 2
7年目 2 無回答・不明 12

表 2　卒業後勤務年数

人数（名） 年齢（歳） 平均年齢（歳）
男性 39 21~50 32.8± 6.99
女性 14 21~49 31.1± 7.86
合計 53 21~50 31.7± 8.37

（男性 1名は年齢不明）

表 1　回答者の内訳

施設の種類 人数（%）
医 療 施 設 36（66.7）
老 人 保 健 施 設 10（18.5）
社 会 福 祉 施 設 2（3.7）
教 育 研 究 施 設 2（3.7）
児 童 福 祉 施 設 0
行 政 関 係 0
そ の 他 4（7.4）

計 54

表 3　職場の種類
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3.4　勤務日数・時間

　月平均の勤務日数分布を図 1に示す。78%が 20日から

23日の間であり、週休 2日であると推定されるが、12%

が週休 1日であると思われる。（回答 50名）

1日平均の勤務時間を図 2に示す。（回答数：51名）

1日 8時間が多い。一方 9時間以上が 9名いた。

3.5　職場での地位

　一般職員は 42名と一番多かった。主任 2名、課長（科長）

4名、その他 2名であった。（回答 50名）

3.6　職歴の数

　1ヶ所目が 27名いた。そのうち勤務年数 1年目 10名、

2年目 6名、3年目 1名、4年目 4名、5年目以上 6名であっ

た。2ヶ所目が15名いた。そのうち勤務年数3～4年目2名、

5～ 6年目 2名、8年目 4名、9年以上 7名であった。3ヶ

所目が 5名いた。そのうち勤務年数 7～ 8年目 2名、9年

以上 3名であった。（回答 47名）

3.7　一職場の勤続期間

　卒業後 1年目の卒業生を除いて 13名（31.0%）が 1年

以内で退職している。また卒業後 2年目の卒業生を除いて

9名（21.4%）が 1年以上～ 2年未満で退職している。1

～ 2年で転職するケースが多いといえよう。（表 4）（回答

42名、重複解答）

3.8　退職理由

　退職理由を職場環境、個人的理由、視覚上の問題に分類

すると表 5のようになる。労働条件・環境による理由と個

人的理由が一番多く、職場の学習環境の理由が続いた。視

覚上の問題が理由の場合は少なかった。（回答 14名）

3.9　仕事をしていなかった期間の理由

　仕事をしていなかった期間がある人は少なく、していな

かった理由としてピアニスト、一人旅との解答があった。

（回答数 2名）

3.10　転職を考えたことがあるか

図 1　月平均勤務日数

図 2　1日平均勤務時間

期間 人数（人） 内訳
1年以内 19 うち卒業後 1年目 6名

1年以上～ 2年未満 15 うち卒業後 2年目 6名
2年以上～ 3年未満 8 うち卒業後 3年目 1名
3年以上～ 4年未満 10
4年以上～ 6年未満 8
6年以上～ 9年未満 8

表 4　一職場の勤続期間

職
場
環
境

A. 労働条件・環境等
＊職場環境に不満、給与面や仕事の内容など総合的に
＊人間関係
＊休みが少ない。通勤に時間がかかる。
＊労働条件
＊他の PTが異動したため
＊給与面
＊一人職場で多忙すぎたため
＊セラピストが足りないため出向という形で勤務
＊政治活動が嫌になったから
＊経営姿勢に不満
B. 勉強環境
＊前職場は介護老人保健施設であり、急性期～亜急性期・
回復期の症例がない ( 学びたかった ) 為

＊質の高い施設を希望したため
＊慢性期の患者が増えやりがいを感じなくなったから

個
人
的
理
由

＊地元への転職
＊大学院進学
＊自宅から近かったから
＊引越しのため
＊交通事故により入院手術、休養後検査入院し職場復帰
の方向性を職場の変更とした

＊教職の就任の為
＊現在の病院から誘われた
＊結婚後、職場通勤に時間がかかり過ぎた為と、自営の
はり院が忙しくなった為

視
力＊視力上の不利

表 5　退職理由
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　ある 26名（63.4%）、ない 15名（36.6%）であった。（回

答 41名）

3.11　仕事上で感じる問題点

　仕事上で視覚に関連する事項の悩みが多い。その中で視

覚に関する将来的な不安が多かった。また情報収集・閲覧、

資料作成などに苦労している姿が浮かび出された。視覚に

関すること以外では忙しいことが問題として多かった。給

与・人間関係はどの職種でも共通する問題点であろう。（表

6）（回答 49名）

3.12　問題を感じる程度

　職場や仕事上で問題を感じる程度は図 3のごとくで、

大いにある、かなりある、ある程度ある、を合わせると

80%が問題を感じている。（回答 40名）

3.13　仕事上で工夫・対処している視覚の問題

　表 7のごとくである。その他の解答として「なるべく

パソコンを見ない」「物の位置を覚えるなど、慣れるよう

にする」があった。28.6%が特に何もしていなかった。24

人（49.0%）が何らかの補助具を使用していた。同僚の援

助、職員に見づらさを説明 ,皮膚の状態の変化など一緒

に確認してもらう。それとなくフォローしてくれるよう

になっている、と何らかの援助を受けていることも多い

（30.6%）。また他の人よりよけい時間をかける、ひたすら

努力（26.5%）、というように本学卒業生は人一倍努力が

必要な場合が多いと思われる。（回答 49名、重複回答）

3.14　卒業後の学歴

　卒業後の学歴のある人は 5名いた。具体的には以下のご

とくである。

　山形県立保健医療大学大学院、国際医療福祉大学修士、

大阪教育大学、放送大学学士、筑波技短鍼灸学科、名古屋

盲学校、岡山盲学校鍼灸科

3.15　本校に対して期待すること等

　自由記載で質問し、同窓会、学校、その他に大別した。

同窓会に関しては卒業生同士や在校生との連携の強化、情

報交換、講習会や研修会の開催、就職紹介などの面で好意

的な意見が多かった。

［同窓会に関して］

＊同窓会の発足は卒業生との連携などが強化できてとても

良い。

＊卒業生対象の勉強会を多く開いて。

＊対象者を外部にも広めた研修等の充実をはかって。

＊卒業生と在校生との関係強化・卒業生に開放した講習会

の開催・学校、その他の情報の配信

＊同窓会はよい企画。ぜひ続けて。首都大学で行われてい

るようなオープンユニバーシティなどの社会人向けの講

座があると良い。

＊情報を話し合える場所として期待している。

＊卒業後の就職時で先輩達から紹介が来やすい環境作りを

して。

＊ 4年大学となった今後のギタンに期待。新たな歴史の幕

明けですね !

［学校に関して］

①卒業生に対する対策・学校の体制

＊電子カルテ等、医療機関におけるネットワークにおいて、

視覚障害者用のシステムの開発（音声、拡大、白黒反転等）

＊ 3年次からの編入制度の導入

＊大学院の設置あるいは科目履修生等卒後教育が受けられ

図 3　職場・仕事で感じる問題の程度

分類 事項 件数

特にない 7

視
覚
に
関
係
す
る
事
項

＊視覚に対する将来的不安
＊情報収集
＊情報閲覧
＊業務報告等資料の作成
＊視覚による仕事のし辛さ
＊他の職員から後れをとる
＊カルテ内容の把握
＊カルテ記入
＊視覚補償が不十分
＊視覚に対する理解が不十分
＊昇給・昇進に差がある

15
9
8
8
8
4
4
4
2
2
1

そ
の
他

＊多忙
＊給与面
＊人間関係
＊その他

20
9
8
3

表 6　仕事上感じる問題点

対処法 件数（%）

何もしない
弱視レンズ等、蛍光灯
同僚の援助等
他の人より時間をかける、ひたすたすら努力
パソコン
拡大読書器
補助員の援助
その他

14（28.6）
16（30.6）
15（30.6）
13（26.5）
8（16.3）
6（12.2）

0
3（12.2）

表 7　仕事で工夫している視覚の問題
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るシステムを作って欲しい

＊特別講義の内容など貴重な諸先生方の講義内容を撮影

し、閲覧できるようにしてほしい。

＊研究発表などのために大学施設を利用したい（筋電図な

ど）

＊視覚補償のための PCリストや医学書の拡大読書等の情

報を提供して。

＊仕事を始め自分の勉強不足に気付きとても勉強したいと

思った。解剖学実習などもう再度学べるシステムがあれ

ばよい。

＊卒後教育の一つとして、ネット上での論文・文献検索（医

学中央雑誌等）を無料でできるようにして。

＊卒業生全員にネット上からアクセスできるためのパス

ワードを与え、文献資料を自由に入手できる体制を整え

て。

②教育内容に関するもの

＊本校ならでは（視覚障害者ならでは）の得意分野を習得

できる体制の確立

＊考えを言葉にする力を学生につけてほしい。視力による

不利があっても、自分に自信が持てるよう声かけをして

いってほしい。

＊授業カリキュラム、授業内容の充実を図って欲しい。隣

接する科目間での連携と役割分担を明確にして、チェッ

クアンドバランスの機能を高める必要がある。卒業生や

実習先の意見ももっと反映してもよいのでは。

＊ソフト面的なサポートできる大学であり、学生が充実し

て学べる環境である事を期待する。

＊指導陣の質の向上を希望。

＊学生のレベルアップ。

＊スーパーバイザー（臨床実習指導者）会議の迅速化

③その他

＊弱視の子どもをもつ保護者の方達にとって、子ども達の

将来、職業に関してかなり不安を感じている。PTの数

が増加し続ける現在において、晴眼者達の中でも十分に

働けること、又、安定した就職状況など、もっと広くア

ピールして欲しい。

［その他］

＊障害の程度にもよるが、無理に身体能力を超えた職種に

就く必要は無いと思う。実習で実感できるのだから、そ

こからの進路転向も良い。向上心さえあればどんな業界

でもやってゆける。

＊職場に出て辛い思いをする人が多い。視覚の問題だけで

なく、そのことからの人間関係含め。

4．考察

4.1　職種、職場分類、月平均勤務日数

　2002年の調査では理学療法士として働いている者は

91%であり [1]、今回（2006年）は 91.5%となり卒業後ほ

とんどが理学療法士として働いておりその割合は変化がな

い。

　職場分類は医療施設が 66.7%であった。2005年理学療

法白書 [2]によると今回の対象者の平均年齢に属する 30～

39歳の職場は医療施設 73.66%であり本学卒業生は全国平

均と比較するとやや少ない。社会福祉施設（老人保健施設、

児童福祉施設等を含める）は 19.37%であるが、本学では

22.2%であり、全国平均よりやや多い。

　月平均勤務日数は 20～ 22日が 76%であった。理学療

法学白書では [3] 1週間の勤務時間は 72.9%が 40時間程度

であり、週休 2日として 1日 8時間勤務と考えると全国平

均とほぼ同じと推定された。

4.2　職場での地位、転職希望、職歴、勤続期間、転職理由

　職場での地位は 50名中役職が 16%であった。理学療法

白書 [4]によると経験年数 6～ 10年の理学療法士の 24.9%

が役職であったが、当調査の平均経験年数は 6.1年であり、

やや少ないといえるかもしれない。また 2002年の調査 [1]

では 29名中 2名（6.9%）が主任であったが、この調査は

新卒から 6年経過の卒業生が対象であり、今回は全卒業生

を対象としており 7年経過しているため役職の割合が増え

たと考えられる。

　転職を考えたことがある 26名（63.4%）,ない 15名

（36.6%）であり（回答数 41名）、約 3分の 2が転職を考

えているが、他の職業に比べ特に多いとは思われない。平

成 12年の新卒から 6年までの本校卒業生に対する調査で

は［5］、ある 50%、ない 23.5%となっており今回やめよ

うと思った卒業生がやや多かったが、本調査は全卒業生に

対するものであり長く勤めているケースが含まれているた

め、やや多くなったと考えられる。

　職歴の数は平成 12年の新卒から 6年までの本校卒業生

に対する調査では［5］、2ヶ所目は 20.6%であるが、本

調査では 2ヶ所目 15名のうちで卒後 6年目までは 4名

（26.7%）であり、ほぼ同じ率であると考えられた。3ヶ所

目は平成 12年調査［6］では 11.8%であったが本調査で

は 5人中 1名（20%）であった。

　1職場の勤務期間は（重複回答 70件中）1年以内 19件

（27.1%）、1～ 2年 9件（12.9%）であり、2年以内に 40%

が転職しており、少なくない割合といえよう。

　転職の理由は職場環境、労働条件・環境による理由と個

人的理由が多く、職場の学習環境の理由が続き、視覚上の
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問題が理由の場合は少なかった。平成 12年調査 [5]では仕

事上の能力的問題（17.6%）、人間関係（20.6%）とネガティ

ブな理由がやや多いと思われたが、本調査では労働条件・

環境や勉強環境などの積極的な理由が多くなっていた。理

学療法士は従来転職の多い職種であることに加え、昨今の

終身雇用に対する意識変化の風潮も関係し、よりよい職場

を求めて 1～ 2年で転職していることが伺われる。

4.3　仕事上の悩み

　仕事上での悩みは視覚に関連する事項が多く、その中で

障害補償や周囲の理解よりも視覚に関する将来的な不安と

情報収集・資料作成などに苦労している姿が浮かび出され

た。平成 2年筑波大学附属盲学校高等部専攻科理学療法科

の卒業生 112名に対するアンケートでは [6][7]カルテの記

入や内容把握、資料作成に苦労している実態があったが、

近年報告書等の提出が多くなっており、引き続き大きな問

題として存在している。視覚に関すること以外では忙しい

という問題が多く、昨今の医療情勢の厳しさを表している

ことに加え、視覚による仕事のスピードの遅さが重なって

いると考えられた。これらの理由等により仕事上で何らか

の問題を感じている卒業生は 80%に達した。

4.4　視覚問題に対する対処

　視覚の問題に対する仕事上の工夫・対処として、28.6%

が何もしておらず、71.4%が何らかの工夫をしていた。平

成 2年の調査では出身学校が違うが、視覚に関する入学資

格条件がほぼ同じである筑波大学附属盲学校の卒業生の場

合、カルテ記入に何の苦労もない者が 2/3を占めていたが

［7］、今回の調査では本校の卒業生の弱視の程度は重度化

していると考えられ、在学中及び卒業後の視覚補償につい

て今後ますます対応が必要であると推測された。また視覚

に対する何らかの対応が必要な者の場合は補助具の使用を

中心として（49.0%）、他の人の援助を受けながら（30.6%）、

人一倍努力している（26.5%）というパターンが多いと考

えられた。従って在学中は努力する習慣及び人に好かれる

人格形成、感謝する心を育むことが必要と思われる。

4.5　同窓会、卒業生に対する学校の体制に関する要望

　平成 12年調査では編入希望者は 38.2%、大学院入学希

望者は 35.3%であった［8］。平成 17年 10月に本校は 4

年生大学に移行し、3年次からの編入制度も平成 19年度

からスタートする。大学院は現在進行中であり、現在の 4

年生学生の卒業時に合わせ発足の予定となっている。研究

機器の使用は申し出があれば出来うる限りの対応をする準

備はあるが、卒業生個々の研究に対する積極性にかかって

いると考えられる。文献検索・取り寄せは本来自分で金を

出して行うもので、そこまで学校に頼るのは自立心の欠如

と考えられる。

　視覚補償機器等の開発、情報提供は 4年生大学発足時に

障害者高等教育研究支援センターとして改組されており、

同センターと卒業生との連絡が必要となろう。

　同窓会について平成 12年調査では 64.7%が必要性を感

じており [8]平成 18年 11月に理学療法学科の第 1回同窓

会を立ち上げ、特別講演を行った。卒後教育に関する要

望は理学療法士の場合非常に高く、本校卒業生についても

94.1%が必要性を感じている [8]。しかしながら一般に行

われている卒後教育のための研修会等は視覚障害に配慮さ

れておらず、今後要望の多い研修会を、本校の同窓会等に

合わせて継続して開催する必要性があると考えられる。

4.6　本学の教育に関する要望

　隣接科目間の内容のすりあわせは、平成 17年に国家試

験問題について教え漏れがないように、担当科目の教員に

盛り込んでほしい内容を提示したが、4年制化により科目

が大きく変わっており、ここ数年混乱が生じる可能性があ

り、再調整が必要となろう。教授内容の充実に関しては総

合的に一つ一つの問題点について、改善を積み重ねていく

しかないであろう。

考えを言葉にする力をつけることに関しては、短大時代に

は昨今の医療の高度化や、細分化により要求される内容が

高く、3年間で教える内容が多く、一方的にならざるを得

ず、自分の考えを述べる機会は少なかった。

　本校でなくては出来ない教育に関して松澤等は徒手によ

る治療技術の徹底教育［6］を提案しているが、晴眼者に

比べ、成長期での体を動かす体験不足や理解不足からその

技術の習得に時間がかかることが多い。坐学についても

その教授に晴眼者より時間がかかることを経験する。平成

12年の調査では在学中もっと実践的な内容を教えてほし

かった 67.6%[8]となっており、臨床家を育てる学校であ

ることが 4年制になっても変わることはなく、習得に時間

のかかる本校学生に対し、ほとんど臨床の役に立たないこ

とを教えて無駄な努力をさせることは慎まねばならず、教

授内容の十分な吟味と効率的な教授方法を工夫する必要が

ある。4年制化したことで、これらの問題が少しでも改善

する方向に向かうことを期待するがなによりも職員がその

ような方向性の意識を持つことが必要であろう。

　視覚障害を持つ本学学生が理学療法士としてのノウハウ

を身につけ職業人として社会に認められるためには、本人

の努力に加え、本校の教育体制と質が重要であることは言

うまでもない。4年制大学になり、より社会的責任が大き

くなるため、一層の努力と改革が必要とされる。
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